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協賛企業：（株）成心設備、西関東開発（株）、（株）ウィルマート、（株）R&C、（株）フジコー、（株）渡辺工業所、甲府市管工事協同組合

子どもへの新型コロナワクチン接種について考える

国の方針に基づき本県でも、小児（５歳から１１歳まで）への新型コロナワクチン接種が今年３月から始まっています。県内の
多くの市町村では、この年齢層のお子さんへの接種について、メリットとデメリットをよく検討したうえで判断することを勧
めています。

例えば、山梨市のホームページ（5～ 11歳の子どもへの接種について）では、「接種を受けることは強制ではありません。感染
症予防等の効果と副反応のリスクの双方について、正しい知識を持っていただいた上で、ご本人及び保護者の方の意思に基づ
いて接種をご判断いただきますようお願いします」等と記しています。

また、甲府市では、それと併せて「幼稚園・学校や周りの方などに接種を強制したり、接種を受けていない人に差別的な扱いを
することのないようお願いいたします」と念を押しています。また、厚生労働省や日本小児科学会では、慢性呼吸器疾患、先天性
心疾患など、重症化リスクの高い基礎疾患を有する子どもへの接種を特に推奨しています。なお、接種にあたっては、あらかじ
め“かかりつけ医”などとよく相談することを勧めています。

人権移動教室の授業を受けた子供たちの感想文が、裏面にてご覧いただけます。

子どもへの接種は慎重に検討しましょう

それでは、健康なお子さんへのワクチン接種について、どう考えたらよいの
でしょうか？厚生労働省のホームページ（「新型コロナウイルス感染症の国
内発生動向」や「予防接種法に基づく医療機関からの副反応疑い報告」等）を
調べてみると、１０代の年齢層では、コロナ感染で重症化ないし死亡した人
数よりも、ワクチン接種後にそうなった疑いのある人数の方が多いことが
分かります。（右図参照→厚労省公表データを用いて筆者が作成したもの）

また、ウイルスの新たな変異株が次々と現れている影響もあり、ワクチン接
種による感染予防効果（含・他者への感染防止効果）も次第に低下傾向にあ
ります。これらを踏まえると、健康なお子さんへの新型コロナワクチン接種
には慎重にならざるを得ないと筆者は考えます。ちなみに、我が国の大半の
マスコミは、新型コロナワクチン接種による深刻な副反応の事例について
は、ほとんど紹介していません。

そうした中、名古屋市に本拠をおくテレビ局（ＣＢＣ（中部日本放送））では、大石邦彦アナが担当
する番組で積極的にこの問題を採りあげており、参考になります。（※ネットで「ＣＢＣ　大石」と
検索すると、幾つかの動画をみることができます。）

また、４月２９日（祝日）午後１時半～３時半に笛吹市スコレーセンター（石和町広瀬626-1）・
集会室で「ワクチン後遺症」についての学習会（映画会等）が開催予定です。右記のサイトから参加
申込ができます。

コロナ感染とワクチン接種後で、
年代別の重症者数と死亡者数を比較すると

新しい生活が始まる節目に人権を意識する
4月は新しい生活が始まる季節、入学・入社等、新しい環境で緊張す
る場面も多くなります。新しい人に出会う機会が多いからこそ、人権
意識が大切になります。迎え入れる先生方や上司の方は特に人権意識
が必要です。環境に慣れていない新入学生、新入社員の状況を想像し
て思いやる気持ちが、お互いの信頼にもつながっていきます。このよ
うな節目に人権を意識することで、人権感覚も養われていきます。新
しい出会いも人権意識があれば素晴らしいものになるはずです。

＜記録映像＞
ワクチン後遺症等上映会
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人権移動教室に参加した子どもたちの感想文をご紹介します。
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